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■図表２ 不妊治療と仕事の両立

出所：厚生労働省 
「平成29年度「不妊治療と仕事の両
立に係る諸問題についての総合的
調査」」 

■図表１  

現行の特定不妊治療への助成 

対象治療法 体外受精及び顕微授精 

対 象 者 妻が 43 歳未満の夫婦 

回 数
妻が 40 歳未満なら６回、 

40歳以上43歳未満なら３回

金 額
初回 30 万円、 

２回目以降 15 万円 

所得制限
730 万円 

（夫婦合算の所得ベース） 

出所：厚生労働省 
「仕事と不妊治療の両立支援のために」より
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10
月
26
日
、
菅
首
相
は
所
信
表
明
演
説
で
不

妊
治
療
の
保
険
適
用
を
実
現
す
る
と
表
明
し
ま

し
た
。
保
険
が
適
用
さ
れ
る
ま
で
は
現
行
の
助

成
制
度
を
拡
大
し
、
所
得
制
限
も
撤
廃
す
る
方

針
で
す
。
当
事
者
か
ら
要
望
の
多
か
っ
た
、
経

済
的
負
担
の
軽
減
、
そ
し
て
保
険
適
用
の
実
現

に
向
け
た
動
き
が
一
気
に
加
速
し
た
形
に
な
り

ま
す
。 

   
不
妊
治
療
を
受
け
た
こ
と
が
あ
る
夫
婦
は
増

加
傾
向
に
あ
り
、
全
体
で
18
・
2
％
、
子
ど

も
の
い
な
い
夫
婦
で
は
28
・
2
％
に
上
り
ま

す
（
＊
１
）

。
２
０
１
８
年
に
生
ま
れ
た
子
の
う
ち

約
16
人
に
１
人
が
体
外
受
精
に
よ
っ
て
生
ま

れ
た
と
の
調
査
結
果
も
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。 

不
妊
治
療
は
ま
ず
不
妊
の
原
因
究
明
の
検
査

を
行
い
、
不
妊
の
原
因
と
な
る
疾
患
が
判
明
し

た
場
合
は
、
原
因
に
応
じ
て
投
薬
や
手
術
を
行

い
ま
す
。
タ
イ
ミ
ン
グ
法
、
排
卵
誘
発
法
、
人

工
授
精
な
ど
一
般
不
妊
治
療
で
は
妊
娠
し
な
い

場
合
、
体
外
受
精
や
顕
微
授
精
な
ど
の
生
殖
補

助
医
療
を
行
い
ま
す
。
費
用
は
病
院
に
よ
り
異

な
り
ま
す
が
、
年
間
で
１
０
０
万
円
を
超
え
る

例
も
珍
し
く
あ
り
ま
せ
ん
。 

現
在
、
一
部
の
検
査
や
治
療
に
は
健
康
保
険

が
適
用
さ
れ
ま
す
が
、
体
外
受
精
や
顕
微
授
精

と
い
っ
た
特
定
不
妊
医
療
な
ど
は
保
険
適
用
外

で
す
。
そ
の
た
め
一
定
の
所
得
以
下
で
あ
れ
ば
、

国
費
か
ら
助
成
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
助

成
額
は
初
回
が
30
万
円
、
そ
の
後
１
回
あ
た
り

15
万
円
で
す
が
、
妻
の
年
齢
区
分
が
あ
り
、
40

歳
未
満
の
場
合
は
６
回
ま
で
、
43
歳
未
満
の
場

合
だ
と
３
回
ま
で
と
回
数
に
限
り
が
あ
り
ま
す
。

（
図
表
１
）
ま
た
夫
婦
合
算
ベ
ー
ス
で
７
３
０

万
円
の
所
得
制
限
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

＊
１
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
２
０
１
５
年
社
会
保

障
・
人
口
問
題
基
本
調
査
」 

 

              

電
機
連
合
で
は
、
加
盟
組
合
の
組
合
員
か
ら

「
不
妊
治
療
に
対
す
る
支
援
が
ほ
し
い
」
と
の

意
見
を
受
け
、
２
０
０
６
年
か
ら
先
駆
的
に
取

り
組
ん
で
き
ま
し
た
。
事
前
の
実
態
調
査
で
は
、

通
院
時
間
、
医
療
機
関
の
診
察
時
間
、
治
療
内

容
に
よ
っ
て
休
暇
・
休
職
の
必
要
な
期
間
が
異

な
る
こ
と
、
職
場
に
治
療
を
知
ら
れ
た
く
な
い

と
い
う
思
い
か
ら
半
日
休
暇
や
時
差
出
勤
で
通

院
治
療
を
行
う
た
め
肉
体
的
・
精
神
的
に
大
き

な
負
荷
が
か
か
っ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な

り
ま
し
た
。
ま
た
、
妊
娠
し
な
い
あ
せ
り
か
ら

高
度
治
療
の
回
数
が
増
え
、
経
済
的
な
負
担
も

大
き
い
と
の
声
も
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。 

こ
う
し
た
組
合
員
の
声
と
実
態
調
査
を
踏
ま

え
、
２
０
０
６
年
闘
争
で
は
ま
ず
不
妊
治
療
を

理
由
と
す
る
休
暇
・
休
職
制
度
の
要
求
を
行
い
、

休
暇
制
度
に
つ
い
て
80
組
合
、
休
職
制
度
に
つ

い
て
54
組
合
で
前
進
回
答
を
得
る
こ
と
が
で

き
ま
し
た
。
現
在
で
は
３
３
８
組
合
に
休
暇
制

度
が
、
１
６
５
組
合
に
休
職
制
度
が
導
入
さ
れ

て
い
ま
す

（
＊
２
）

。 

ま
た
、「
高
額
な
不
妊
治
療
の
費
用
を
捻
出
す

る
た
め
に
夫
婦
共
働
き
で
頑
張
っ
て
い
る
の
に
、

所
得
制
限
を
超
え
て
助
成
が
受
け
ら
れ
な
い
」

と
い
っ
た
組
合
員
の
不
満
の
声
を
受
け
、
経
済

的
支
援
の
観
点
か
ら
、
特
定
治
療
支
援
事
業
の

所
得
制
限
の
緩
和
を
政
党
・
省
庁
に
か
ね
て
か

ら
要
望
し
て
き
ま
し
た
。 

＊
２
：
２
０
２
０
年
度
仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援
に
関
す
る
調
査 

   

政
府
は
保
険
適
用
が
実
現
す
る
ま
で
は
助
成

の
拡
充
を
進
め
る
方
針
で
、
所
得
制
限
を
20
年

度
中
に
撤
廃
す
る
こ
と
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
第

３
次
補
正
予
算
を
、
年
内
に
閣
議
決
定
す
る
予

定
で
す
。 

不
妊
治
療
は
精
神
的
・
体
力
的
負
担
が
大
き

い
こ
と
か
ら
退
職
や
雇
用
形
態
の
変
更
を
余
儀

な
く
さ
れ
た
方
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
（
図
表

２
）
。
ま
た
、
不
妊
治
療
を
理
由
と
し
た
不
利
益

取
扱
い
・
嫌
が
ら
せ
と
い
っ
た
実
態
も
見
受
け

ら
れ
ま
す
。 

          

経
済
的
な
負
担
軽
減
が
重
要
で
あ
る
こ
と
は

も
ち
ろ
ん
で
す
が
、
並
行
し
て
休
暇
・
休
職
制

度
の
導
入
並
び
に
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
配
慮
し
た

運
用
等
を
通
じ
、
仕
事
と
不
妊
治
療
の
両
立
が

可
能
と
な
る
職
場
に
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

す
。
電
機
連
合
で
は
総
合
的
な
施
策
の
実
現
に

向
け
た
取
り
組
み
を
、
今
後
も
進
め
て
い
き
ま

す
。 

不妊治療への経済的支援 

両立支援と並行した取り組みが重要 
不妊治療への保険適用が政府の方針で示される予定です。保険適用されるまでは現行の助成制度が

拡充されることも検討されていますが、休暇制度の導入や制度を利用しやすい環境整備など両立支援

と並行して進めていくことが重要です。 
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